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令和２年度 教育委員会における
学校の働き方改革のための取組状況調査

令和２年12月

東京都



調査概要

2
※（答申）新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（平成31年1月25日）
※昨年度の調査では、調査基準日は令和元年７月１日時点。今年度は、新型コロナウイルス感染症のために調査時期が後ろ倒しになったため、調査基準日は９月１日時点となっている。

１ 調査目的・趣旨

 平成28年度から調査開始。昨年度に中央教育審議会答申※を踏まえ全面的にリニューアル。
各教育委員会や学校における働き方改革の進捗状況を明確にし、市区町村別の公表等や優良事
例の展開を通じて、働き方改革の取組を促すことを目的とするもの。

 今年度については、新型コロナウイルス感染症対応に伴う教育委員会等における調査負担を考
慮し、調査項目を昨年度の同調査と比べて約８割を削減し、必要最小限の項目に限定して実施。

２ 調査基準日
令和２年９月１日時点

３ 調査対象
 学校（公立の幼稚園～高等学校）の教職員の服務監督をするすべての教育委員会や事務組合等
（47都道府県教育委員会、20指定都市教育委員会、1723市区町村教育委員会・事務組合等）

それぞれ所管している各学校に対する取組状況について回答

（例：県教委は主に高等学校・特別支援学校等、政令市・市区町村教委は主に幼稚園・小学校・中学校等）

４ 回答数

全ての教育委員会等 計1790

２



82.5%
14.3%

3.2%

7.9%

1.6%

9.5%

結果概要 調査項目１ 教職員の勤務実態の把握

－勤務実態の具体の把握方法－
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３

【問】域内の学校における「在校等時間」等※の把握方法について該当するもの（複数回答）
全国平均

72.0％

※「在校等時間」等：「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」
に定める「在校等時間」又は在校等時間に類する時間（勤務実態として教育委員会が把握されている時間を想定）

※ 働き方改革推進法施行（平成31年4月1日）による労働安全衛生法体系において、タイムカードによる記録、電子計算機の使用時間の記録等の客観的な方法その他の適切な方法による労
働時間の状況の把握が事業者（服務監督権者である教育委員会、学校長）の義務として法令上明確化。

➀ＩＣカード、タイムカード、パソコンの使用時間の
記録等による客観的な方法で把握している

➁校長等の現認により客観的に把握している

➂庶務事務システムやエクセル等に本人が
システム入力することにより把握している

④③以外の方法による本人からの自己申告により把握している

⑤その他の方法により把握している

⑥把握していない

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■
①ＩＣカード、タイムカード、パソコンの使用時
間の記録等による客観的な方法で把握している

82.5%
(52)

東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、品
川区、目黒区、大田区、世田谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋
区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、
青梅市、府中市、昭島市、調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、
国分寺市、国立市、福生市、東大和市、東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、
羽村市、あきる野市、西東京市、奥多摩町、小笠原村、青ヶ島村、利島村、三宅村

72%

■ ②校長等の現認により客観的に把握している
14.3%
(9)

世田谷区、渋谷区、荒川区、練馬区、小金井市、檜原村、御蔵島村、神津島村、三
宅村

12.5%

■
③庶務事務システムやエクセル等に本人がシステ
ム入力することにより把握している

3.2%
(2)

江東区、日の出町 30.7%

■
④③以外の方法による本人からの自己申告により
把握している

7.9%
(5)

東京都、渋谷区、荒川区、武蔵村山市、檜原村 5.5%

■ ⑤その他の方法により把握している
1.6%
(1)

渋谷区 1.5%

■ ⑥把握していない
9.5%
(6)

狛江市、清瀬市、瑞穂町、新島村、八丈町、大島町 2.9%



61.9%9.5%

7.9%

20.6%
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※指針：公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針
※上限方針：所管する学校の教育職員の在校等時間の上限等に関する方針

４

【問】指針※を踏まえた条例等の整備状況（回答対象：都道府県・政令市のみ）

結果概要 調査項目２ 改正給特法の施行を踏まえた対応状況

－上限指針を踏まえた条例・規則等の整備状況－

【問】指針を踏まえ、上限方針を教育委員会規則等として位置づけるなどの規則等の整備状況
（回答対象：すべての教育委員会）

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■
令和元年度中に規則等の整備を
行った。

61.9%
(39)

東京都、港区、新宿区、文京区、墨田区、江東区、
品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中
野区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、
足立区、葛飾区、江戸川区、立川市、三鷹市、青
梅市、府中市、昭島市、町田市、小平市、日野市、
国分寺市、国立市、福生市、狛江市、東大和市、
清瀬市、多摩市、瑞穂町、日の出町、新島村、三
宅村

42%

■
令和２年度（４月～８月）におい
て規則等の整備を行った。

9.5%
(6)

中央区、八王子市、東久留米市、あきる野市、神
津島村、八丈町

16.3%

■
令和２年度（９月～３月）におい
て規則等の整備を行う予定である。

7.9%
(5)

杉並区、小金井市、武蔵村山市、西東京市、小笠
原村

11.2%

■
規則等の整備については検討中で
ある。

20.6%
(13)

千代田区、台東区、武蔵野市、調布市、東村山市、
稲城市、羽村市、檜原村、奥多摩町、御蔵島村、
青ヶ島村、利島村、大島町

30.6%

東京都：①令和元年度中に規則等の整備を行った



66.7%

7.9%

23.8%

1.6%
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５

【問】臨時休業に伴う学習の遅れを取り戻すための補習等、新たな教員の負担を軽減するために学
習指導員等の人材の参画を図っているかどうか

結果概要 調査項目３ 具体の取組状況

－学習指導員等の活用－

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■
①既に実施した又は
実施中

66.7%
(42)

中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、
江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷
区、中野区、北区、荒川区、練馬区、足立区、葛飾
区、江戸川区、八王子市、武蔵野市、三鷹市、青梅
市、昭島市、町田市、小金井市、日野市、東村山市、
国分寺市、国立市、福生市、狛江市、東大和市、東
久留米市、武蔵村山市、多摩市、羽村市、あきる野
市、西東京市、日の出町、奥多摩町、神津島村

60.8%

■
②実施に向けて検討
中

7.9%
(5)

千代田区、板橋区、調布市、清瀬市、檜原村 9%

■

③特に取り組んでい
ない、取り組む予定
はない

23.8%
(15)

東京都、杉並区、豊島区、立川市、府中市、小平市、
稲城市、瑞穂町、御蔵島村、小笠原村、新島村、八
丈町、利島村、三宅村、大島町

29.7%

■
④学校種の性質上、
検討する余地がない

1.6%
(1)

青ヶ島村 0.5%
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６

【問】事務作業や電話・来客応対、消毒作業等、教員の負担軽減のためにスクール・サポート・ス
タッフをはじめとした人材の参画を図っているかどうか

結果概要 調査項目３ 具体の取組状況

－スクール・サポート・スタッフ等の活用－

1.6%

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■
①既に実施した又は
実施中

88.9%
(56)

東京都、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、
墨田区、江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷
区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、荒川
区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、
八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府
中市、昭島市、調布市、町田市、小金井市、小平市、
日野市、東村山市、国分寺市、国立市、福生市、狛
江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、
多摩市、稲城市、羽村市、あきる野市、西東京市、
瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多摩町、小笠原村、
神津島村、青ヶ島村

78.5%

■
②実施に向けて検討
中

1.6%
(1)

千代田区 7%

■

③特に取り組んでい
ない、取り組む予定
はない

9.5%
(6)

御蔵島村、新島村、八丈町、利島村、三宅村、大島
町

14.2%

■
④学校種の性質上、
検討する余地がない

0%
(0)

0.2%

88.9%

9.5%



84.1%

3.2% 11.1%

1.6%
割合

(自治体数)
回答自治体

(参考)
全国平均

■
①既に実施した又は
実施中

84.1%
(53)

東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、
台東区、墨田区、江東区、品川区、目黒区、大田区、
世田谷区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、
荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川
区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、
府中市、昭島市、町田市、小金井市、小平市、東村
山市、国分寺市、国立市、福生市、狛江市、東大和
市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲
城市、羽村市、あきる野市、西東京市、瑞穂町、日
の出町、檜原村、三宅村、大島町

65.6%

■
②実施に向けて検討
中

3.2%
(2)

調布市、日野市 19.1%

■

③特に取り組んでい
ない、取り組む予定
はない

11.1%
(7)

奥多摩町、御蔵島村、小笠原村、新島村、神津島村、
八丈町、利島村

14.6%

■
④学校種の性質上、
検討する余地がない

1.6%
(1)

青ヶ島村 0.6%
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７

【問】部活動について、部活動指導員をはじめとした外部人材の参画を図っているかどうか

結果概要 調査項目３ 具体の取組状況

－部活動指導員等の活用－
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８

【問】学校閉庁日の設定をしているかどうか。

【問】年間の設定期間はどのぐらいか。（①を回答した教育委員会のみ回答）

結果概要 調査項目３ 具体の取組状況

－学校閉庁日の設定－

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■
①既に実施した又は実施
中

95.2%
(60)

東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東
区、品川区、目黒区、世田谷区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、
荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、八王子市、立川市、
武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、昭島市、調布市、町田市、小金井市、
小平市、日野市、東村山市、国分寺市、国立市、福生市、狛江市、東大和市、
清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、羽村市、あきる野市、
西東京市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、御蔵島村、小笠原村、新島村、神
津島村、青ヶ島村、八丈町、三宅村、大島町

97.2%

■ ②実施に向けて検討中
1.6%
(1)

檜原村 0.9%

■
③特に取り組んでいない、
取り組む予定はない

3.2%
(2)

大田区、利島村 1.8%

■
④学校種の性質上、検討
する余地がない

0%
(0)

0.1%

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■ ①５日未満
60%
(36)

東京都、中央区、新宿区、文京区、台東区、江東区、渋谷区、中野区、
杉並区、豊島区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区、武蔵野
市、府中市、昭島市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、国分寺市、
福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、稲城市、羽村市、あ
きる野市、奥多摩町、御蔵島村、小笠原村、三宅村、大島町

47.4%

■
②５日～１０日未
満

36.7%
(22)

千代田区、墨田区、品川区、目黒区、世田谷区、北区、練馬区、八王子
市、立川市、三鷹市、青梅市、調布市、町田市、国立市、武蔵村山市、
多摩市、西東京市、瑞穂町、日の出町、新島村、神津島村、八丈町

42.8%

■
③１０日～１５日
未満

3.3%
(2)

港区、青ヶ島村 7.7%

■ ④１５日以上
0%
(0)

2.1%

95.2
%

1.6% 3.2%

60.0
%

36.7
%

3.3%



61.9%
20.6%

15.9%

1.6%
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９

【問】勤務時間外における保護者や外部からの問い合わせ等に備えた留守番電話の設置やメールに
よる連絡対応の体制を整備しているかどうか。

結果概要 調査項目３ 具体の取組状況

－留守番電話の設定－

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■
①既に実施した又は
実施中

61.9%
(39)

東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、
墨田区、江東区、品川区、目黒区、大田区、渋谷区、
中野区、杉並区、北区、板橋区、足立区、葛飾区、
江戸川区、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、昭
島市、調布市、町田市、小平市、国分寺市、国立市、
福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、
武蔵村山市、稲城市、西東京市、神津島村、大島町

42.1%

■
②実施に向けて検討
中

20.6%
(13)

世田谷区、豊島区、荒川区、練馬区、八王子市、立
川市、小金井市、日野市、東村山市、羽村市、あき
る野市、瑞穂町、檜原村

33.4%

■

③特に取り組んでい
ない、取り組む予定
はない

15.9%
(10)

台東区、多摩市、日の出町、奥多摩町、御蔵島村、
小笠原村、新島村、八丈町、利島村、三宅村

24.1%

■
④学校種の性質上、
検討する余地がない

1.6%
(1)

青ヶ島村 0.4%



98.3
%

1.7%
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【問】域内の学校において、労働安全衛生法に定められているストレスチェックを実施しているか
どうか。

結果概要 調査項目３ 具体の取組状況

－ストレスチェックの実施状況－

①を回答した教育委員会のみ回答

10

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■
①既に実施した又は実施
中

92.1%
(58)

東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田
区、江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野区、
杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、
江戸川区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、
昭島市、調布市、町田市、小金井市、小平市、国分寺市、国立市、
福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、
羽村市、あきる野市、西東京市、瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多
摩町、新島村、神津島村、青ヶ島村、八丈町、利島村、三宅村、大
島町

81.5%

■ ②実施に向けて検討中
3.2%
(2)

東村山市、東久留米市 10.6%

■
③特に取り組んでいない、
取り組む予定はない

4.8%
(3)

日野市、御蔵島村、小笠原村 7.5%

■
④学校種の性質上、検討
する余地がない

0%
(0)

0.4%

割合
(自治体数)

回答自治体
(参考)

全国平均

■
①学校規模に関わらず
すべての学校で実施

98.3%
(57)

東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨
田区、江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中
野区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、
葛飾区、江戸川区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅
市、府中市、昭島市、調布市、町田市、小金井市、小平市、国分
寺市、国立市、福生市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、多摩市、
稲城市、羽村市、あきる野市、西東京市、瑞穂町、日の出町、檜
原村、奥多摩町、新島村、神津島村、青ヶ島村、八丈町、利島村、
三宅村、大島町

98.1%

■
②50人以上の学校で
のみ実施

1.7%
(1)

狛江市 1.9%

92.1
%

3.2% 4.8%


